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 重点事項 成果目標 

１ 
「一人ひとりの夢や希望が

全ての地域で実現できる京都

府」の実現に向けて、総合的な

政策調整機能等を発揮し、京都

府総合計画及び京都府地域創

生戦略を着実に推進します。 

① 総合計画の推進 

○ 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえながら、「子育て環境日本一」や「災害・犯罪等からの安

心・安全」など、５つのきょうとチャレンジを重点的に推進し、「将来構想」に掲げた「一人ひとり

の夢や希望が全ての地域で実現できる京都府」の早期実現に向け取組を加速します。 

 

② 地域創生戦略の推進 

○ 第２期地域創生戦略に基づき、少子高齢化・人口減少等の課題克服に向けて、府内市町村と緊密な連

携を図りながら、地方創生関連交付金・企業版ふるさと納税の積極的な活用等により、地域創生の取

組を着実に推進します。 

＜目標：企業版ふるさと納税を活用した寄付額 50,000千円（R2：14,000千円）＞  

２ 
「子育て環境日本一」の実現

に向けて、企業等の様々な主体

と連携して総合的に施策を展

開するとともに、府域で子育て

にやさしいまちづくりを進め

ます。 

① 総合的な施策展開 

○ コロナ禍を契機として、子どもや子育て世代を社会全体であたたかく見守り支え合うことの重要性

が改めて認識される中、行政、経済団体、保育・教育団体に加えて、大学や金融機関、企業等も参画

する「子育て環境日本一」の実現に向けたオール京都の推進体制を新たに構築し、子育てにやさしい

風土づくり、まちづくり、職場づくりに向けて、施策展開を図っていきます。 

＜目標：企業等と連携した新規の取組数 5件＞ 

 

② 子育てにやさしいまちづくりの推進 

○ 市町村が実施する「子どもの居場所」「子ども・親子の交流の場」等を拠点とした、子育てにやさし

いまちづくりを支援するとともに、企業等の様々な主体の連携を促進するなど、モデル事業の府域全

体への展開を図ります。 

＜目標：モデル事業導入地域数 8地域（R2：4地域）＞ 
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重点事項 成果目標 

３ 
市町村及び関係団体等との

連携により「もうひとつの京

都」を推進するとともに、移住

スタイルの多様化等を踏まえ

た新たな移住政策を進めます。 

① 「もうひとつの京都」の推進 

○ 新型コロナウイルス感染症の影響により、苦境に陥っている観光事業者等への支援を引き続き実施

するとともに、「もうひとつの京都」の魅力発信など、感染収束後の観光誘客を見据えた取組を進め

ます。 

○ 令和３年４月に新たにＤＭＯに配置した不動産等の専門人材や、令和３年３月に設立した「地域づ

くり京ファンド」の活用により、「まちづくり支援法人」として位置付けたＤＭＯを中心に、観光を

入口とした地域づくりを進め、地域の価値や魅力をさらに高めて地域の稼ぐ力を向上させます。 

＜目標：ファンドによる投資件数 3件＞ 

 

② 「エリア構想」の推進 

○ 府庁部局横断チームのもと、ハード整備とソフト施策を進め、エリア構想を着実に推進します。 

・ 令和３年３月に策定された「第２期京都府北部地域連携都市圏ビジョン」に基づき、北部７市町と

ともに「水平型の連携」「多様な主体との協働」を進め、持続可能な圏域づくりを推進［北部地域］ 

・ 地域の大学、民間団体、市町等とともに地域プラットフォームを設置し、京都スタジアムを発着点

としたサイクルツーリズムの推進や、地域住民等の健康づくりやスポーツ参加の促進など、スポー

ツ及び健康づくりの先進モデル地域づくりを推進［中部地域］ 

・ 道路ネットワークの整備に伴い具体化した、城陽市東部丘陵地先行整備地区の整備をはじめとした

南部地域のまちづくりを推進［南部地域］ 

 

③ 新たな移住施策の推進 

○ 移住スタイルの多様化や、新型コロナウイルス感染症の影響による働き方やライフスタイルの大き

な変化、ＩＴ環境の向上を踏まえて、移住条例を見直し、移住の更なる促進、移住者が活躍できる地

域づくりを推進します。 

  



令和３年度 政策企画部 重点目標 

- 3 - 

 

 
重点事項 成果目標 

４ 
スマート社会の実現に向け

て、「京都府スマート社会推進

計画」に基づき、AI・IoT 等の

最新のデジタル技術を活用し、

社会のスマート化と行政のデ

ジタル化を一体的に推進しま

す。  

① デジタル技術を活用した施策の展開 

○ 「京都府スマート社会推進計画」において京都府が目指す「スマート社会」を実現するため、デジ

タル技術やデータ等を活用した社会課題解決プロジェクトを「京都ビッグデータ活用プラットフォ

ーム」や関係部局との連携により立ち上げます。 

＜目標：新規プロジェクト立ち上げ 3件＞ 

 

② 社会情勢の変化を踏まえた行政手続等のデジタル化推進 

○ 行政手続のデジタル化や AI・ロボティクスを活用した事務処理の推進など、行政サービス・事務を

デジタル社会にふさわしいサービス等にデザインすることにより、府民サービス・府庁における生産

性向上を図ります。 

＜目標：庁内電子決裁比率 １００％達成（R2：79％）＞ 

＜目標：納税証明、教員免許状授与証明の電子申請化等＞ 

＜目標：施設予約案内システムで予約まで可能な施設 １０施設増加（R2末時点：180施設）＞ 

 

③ 地方公共団体の情報システムの標準化に係る市町村支援 

○ 地方公共団体の情報システムの標準化への対応が円滑に進むよう、国の関連情報の把握に努めると

ともに、必要な助言を適切に行うなど、府内市町村を支援します。 

 

④ デジタル技術を使ったサービス等の利用が困難な方の支援 

○ 国の関連情報の把握に努めるとともに、国や市町村、民間等と連携し、オンラインサービスの利用

に関する高齢者や障害者等の不安解消に向けた環境整備を図るなど、全ての府民がデジタル化の恩

恵を享受できるよう、デジタル技術を使ったサービス等の利用が困難な方の支援を推進します。 

 


